
 これまで電子帳簿保存と縁がなかった企業や

個人事業主も、来年から強制的に電子保存が必

要に！？ 何を準備しておけばよいのか、最新情

報を整理しておきましょう。 

すべての企業に影響が－迫る電子帳簿保存法の改正 
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知らなかったではすまされない、 

電子取引データの電子保存が義務化！ 

今度こそ電子帳簿保存は普及する？ 
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電子帳簿保存法のこれまで 

●普及しなかった20年 

 1998年開始から20年以上経ても、電子帳

簿保存の普及はいまひとつ。利用者が多い帳簿

保存制度の2019年時点の利用者は27万件

で、法人277万社と個人事業主367万人全体

の4％の有り様。また、ｽｷｬﾅ保存制度利用者

は、使い勝手が悪いためか、わずか4千件に。 

  ◆電子保存のメリットは大きいが…◆ 

 電子帳簿保存を始めるには3ヵ月前までに申

請し、税務署長の事前承認を受ける必要があり

ました（今回改正へ）。また、電子保存専用ｼｽ

ﾃﾑの導入ｺｽﾄが発生する上、導入後の運用管理

での事務負担が大きいことで、導入に踏み切れ

ない企業は多かったようです。 

●導入のネックは？ 

省ｽﾍﾟｰｽ化 保管場所の削減 
業務の効率化 書類や帳簿を探す時間をｶｯﾄ 
ｾｷｭﾘﾃｨ強化 紛失、盗難、災害ﾘｽｸを軽減 
ｺｽﾄ削減／  
ｴｺﾛｼﾞｰ効果 

ｽﾍﾟｰｽ、運搬ｺｽﾄ、紙や⼈件費の
削減 

東京都品川区大崎４丁目１番２号
ウィン第２五反田ビル７Ｆ

PHONE: (03)3491-3811  http://www.eiwa-gr.jp/

英和コンサルティング
英和税理⼠法⼈
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＜電⼦帳簿保存法－帳簿、書類、電⼦取引データの３区分＞ 

 2022年１月以降受け取る電子取引ﾃﾞｰﾀは、

電子保存が義務付けられます。たとえば“ﾒｰﾙ

添付の請求書”は印刷物とは別物と位置づけら

れ、受領ﾃﾞｰﾀをそのまま保存する必要が！  

 この改正は、すべての企業と個人事業主が対

象なので、ご注意を！ 

●電子取引ﾃﾞｰﾀの保存が義務化！ 

普及に向け改正でテコ入れ 

 税務署長の事前承認は2022年以降不要とな

り、納税者は自分で決めた時期から帳簿や書類

の電子保存を開始できます。 

●事前承認制度を撤廃 

●優良電子帳簿保存でｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞも 

★履歴管理や検索機能など要件を満たすｼｽﾃﾑで 

 “優良電子帳簿”を保存する場合（事前届出) 

 ⇒申告もれ時の過少申告加算税を▲5％減免 

★書類のｽｷｬﾅ保存や電子取引の電子保存ﾃﾞｰﾀを  

 改ざんして脱税等をした場合 

 ⇒重加算税を＋10％上乗せ 

●スキャナ保存要件をさらに緩和 

 請求書を受領してからﾃﾞｰﾀ保存するまでの期

間を、現行の3日以内から２ヵ月以内へ延長の

うえ、ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ付与義務も条件付きで撤廃！ 

果たして、これでｽｷｬﾅ保存が利用しやす

くなるのでしょうか。 

 帳簿：2022年1月1日以降開始事業年度 

 書類：2022年1月以降保存を行う書類 

 電子取引：2022年1月以降は保存義務 

 ひと口に電子保存といっても、国税関係帳

簿、国税関係書類、電子取引ﾃﾞｰﾀの３区分につ

いて保存方法が指定されています。 

 特に書類は、ﾃﾞｰﾀの成り立ちに応じて２種類

の保存方法が決められています。 

●電子保存は３種類 

帳 簿 
(電子保存) 

会計ｿﾌﾄの総勘定元帳などを元の
ﾃﾞｰﾀ形式で保存 

書 類 
(電子保存) 

会計ｿﾌﾄの決算書や販売ｼｽﾃﾑ発行
の請求書を元のﾃﾞｰﾀ形式で保存 

書 類 
(ｽｷｬﾅ保存) 

書類で受け取る請求書や契約書を
ｽｷｬﾅでﾃﾞｰﾀ化して保存 

電子取引 
ﾃﾞｰﾀ 

電子で受け取った取引ﾃﾞｰﾀを保存 

Q：電子保存しなかったら、どうなる？ 
A：帳簿保存要件を満たしておらず、最悪の 

  ケースでは青色申告の取消しリスクも！ 

 すべての企業と個人事業主が義務化に！ 
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●まずは電子取引をピックアップ 
 ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟを付けるにもｼｽﾃﾑに保存するにも、

費用がかかります。とりあえず人力で電子保存

に対応する余地は、あるのでしょうか？ 

 事務負担を増やさず確実にﾃﾞｰﾀ保存するな

ら、ﾃﾞｰﾀの訂正削除ができず、かつ検索機能の

あるｼｽﾃﾑを利用するのが現実的。 

 JIMMA(日本文書情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ協会)で「電子

取引ｿﾌﾄ」として認証しているのは現時点で6種

類のみ。今後増えることを期待しましょう。 

 電子取引ﾃﾞｰﾀの保存はかなりの事務負担

となりそうですが、新時代の帳簿保存業務とし

て対応せざるを得ないでしょう。 

 “日本版電子ｲﾝﾎﾞｲｽ”が実用化されれば、売

買ﾃﾞｰﾀが授受でき請求事務は不要になる上、送

金、消込、仕入税額控除の処理なども自動化さ

れて、業務効率は画期的に改善します。 

 2年後に始まるｲﾝﾎﾞｲｽ制度に向け来

年秋にも公開予定、期待したいところ

です。 

 まずは、社内にある電子取引の把握が必要。

いまどき、電子取引ﾃﾞｰﾀがｾﾞﾛというところは

少ないはず。 

 書類の種類ごと・相手ごとに、書面なのか電

子ﾃﾞ-ﾀかをﾁｪｯｸしておくといいでしょう。 

★請求書 

 電子ﾒｰﾙ添付でﾌｧｲﾙを受け取る 

 指定のHPからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞして保存 

 複合機のFAX機能で受け取る 

 電子請求書発行用のｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽを利用 

★ｶｰﾄﾞ利用明細（HPからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ） 

★交通系ICｶｰﾄﾞの利用明細（ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ) 

★EDIｼｽﾃﾑの利用（ﾈｯﾄ上の業者間取引ｼｽﾃﾑ） 

 相手から請求書を受領し、自社も発行する 

●システム使わずに保存できる？ 

★事務処理規程で対応余地は？ 

 国税庁の事務処理規程の雛形は、 

・電子取引の範囲や対象ﾃﾞｰﾀの列挙が必要 

・処理責任者と管理責任者が必要 

・ﾃﾞｰﾀの訂正削除履歴は「対象ﾃﾞｰﾀ、日付、 

 内容、理由、担当者名」などを管理する 

など、かなり細かい規程になっています。 

電子帳簿保存やｽｷｬﾅ保存と同じく、運用事務

がかなりはん雑になることが予想されます。 

●電子インボイスに期待 

●使えるシステムは？ 

★ｼｽﾃﾑを使わない検索機能の例（国税庁HP） 

①ﾌｧｲﾙ名に年月日、金額、取引先を入れ、ﾌｫﾙﾀﾞ 

 内の検索機能で検索できるようにする 

②ｴｸｾﾙで索引簿を作成し、ｴｸｾﾙの検索機能で 

 そのﾌｧｲﾙを検索できるようにする 

電子保存はどうすれば？ 

 ﾒｰﾙで受領した請求書ﾌｧｲﾙを単に保存すれば

よいわけではなく、決められた要件通りに保存

しなくてはなりません。 

◆電子取引データの主な保存要件◆ 

 ★保存期間と保存場所 

 帳簿書類と同様7年（繰越欠損なら10年間） 

   納税地で出力できればｸﾗｳﾄﾞ上の保存も可 

 ★データの改ざんがないことの証明措置 

 ﾃﾞｰﾀの編集、削除がないことを証明するため 

 ①から④のいずれかの措置を行うこと： 

 ①発行者のﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ付きのﾌｧｲﾙを保存 

 ②受信後ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟを付けて保存 

 ③訂正削除できないｼｽﾃﾑでﾃﾞｰﾀを授受・保存 

 ④一定の事務処理規程を整備し、運用 

  

 

 

  

 ★検索機能の確保 

 取引年月日、金額、取引先名での検索機能が

必要になります。 

 ※前々期売上高が1千万円以下で、税務調査 
  で電子ﾃﾞｰﾀのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞに応じる場合には、 

  不要です。 

たとえば、受領した請求書ﾌｧｲﾙに発行者のﾀｲﾑ

ｽﾀﾝﾌﾟ(①)がなければ、自社でﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ(②)を

付けるか、事務処理規程の整備(④)が必要に。 

●決められた手順と形式で保存！ 
★書類保存も併用で 

 A社請求書はPDFで保存し、書類の分はﾌｧｲﾙ

に保管など、保管先がバラバラでは業務が混乱

するだけ。電子保存とは別に、当分は従来の書

類保存を併用する方が現実的かも。 



●待ったなしの高齢化「2025年問題｣！ 

●経営者保険の見直しも！ 生前リスクの備え 

 オーナー社長の場合、死亡保障だけでなく、認知症

など「就労不能」になった場合の備えも必要です。 

 介護状態や認知症になったとしても、死亡保険金

は支払われません。事業継続を考えると、事前の対策

と生前のリスクへの備えが必要です。 

中小企業の高齢化問題！～社長が認知症になったら～ 

●親族が成年後見人になれるとは限らない 

 中小企業庁によると、2025年に70歳以上の経営

者が約245万人（70歳未満は約136万人）に達し、

うち約半数の127万人が後継者未定と予想。 
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 認知症で、判断能力が不十分と判断された人が法

律行為を行うために、成年後見制度があります。 

 成年後見人は裁判所が適任者を選任するので、後

継予定者や親族が要望しても、なれるわけではあり

ません。経営者の資産規模が大きい場合、司法書士や

弁護士などの専門家が選任されます。もし第三者が

選任されれば、会社の運営に支障をきたす恐れが。 

●事前準備がモノを言う！ 

＜家族信託＞ 委託者･受益者：社長、受託者：後継者 

 事前に家族信託を設定しておけば、社長が認知症に

なっても、議決権は受託者の後継者になるので、会社

経営の機能不全を防げます。 

 次のいずれでも、家族信託を使えば可能です。 
●自社株は自分名義で、経営権は後継者に任せたい 

●経営権は自分のままで、自社株は後継者に生前贈与 

＜ヒーロー株＞ 特殊な時に議決権が多数発生する株式 

 オーナー社長が認知症になると株主総会を開催で

きなくなりますが、後継者にヒーロー株を持たせてお

けば開催が可能に（ピンチ時のヒーロー !?）。 

約半数が後継者未定 ～2025年中小企業経営者の 
              年齢と後継者の有無～ 

70歳未満 

70歳以上 

●65歳以上5人に1人が認知症に？ 

 内閣府発表の「2017年版高齢社会白書」では、

2025年に高齢者（65歳以上）で5人に1人、約730

万人が認知症になるとの推計も。 

経営者の高齢化が進む中、事業承継前に社長が認知

症になるリスクも考えておく必要が生じています。 

65歳以上の認知症患者の推定者と推定有病率 

年 

万人 

462 
517 

525 
953 

802 

1154 

675 

730 

850 

15.0
18.5

33.3％ 

24.5 
20.0 

15.5 17.5

24.6 
22.5

27.0

20.2 20.7 21.1 

各年齢の有病率が一定の場合の患者数と有病率 
各年齢の有病率が上昇する場合の患者数と有病率 

●もし社長が認知症になると･･･ 

 認知症とは、脳の細胞が死んでしまっ

たり、働きが悪くなることで起こる障害

で、★直前のことを忘れる「記憶障害」、★自分のい

る場所や状況、年月日、周囲の人との関係性が分から

なくなる「見当識障害」などの症状がみられます。 

 なお、認知症で判断能力を失うと、契約などの法律

行為ができなくなるため、万一オーナー社長が発症

すると、会社経営に様々なリスクが生じることに。 

1 
認知症で判断力が著しく低下したことが金融機関に
知られ、本人名義の預金が凍結されるリスク 

2 
個人資産（不動産･株式等）の売却や抵当権設定が
できなくなり、資金繰りに支障が出るリスク 

3 
株式総会での議決権行使など、株主としての権利行
使が不可になるリスク。行使しても後日無効に。 

4 
事業承継や相続対策が進められなくなるリスク。個
人所有株式や事業用設備の売却・贈与が不可に。 

5 
会社の社会的信用や顧客、取引先、取引銀行からの
評価が低下するリスク 

オーナー社長が認知症になった場合のリスク 

●契約書は代筆が認められない！ 

 中小企業の多くは家族経営や同族会社です。オー

ナー社長が認知症になれば、契約書の署名が法的に

無効になります。また、代筆して代表印を

押すと、文書偽造にあたることに。 

 認知症になってからでは、どんな有効な経営計画

や事業承継対策も実行できません。 

法定後見制度 
す で に 判 断 能
力が不十分 後見・保佐・補助 

任意後見制度 
将来、判断能力が不十分になった時に備
える場合 

成 年 後 見 制 度 

 種類株式（会社法の規定の範囲内で定款に定める
ことで、普通株式と比べて権利が拡大または縮小さ
れる特別な株式）の一種で、一定の事態が生じた場
合に議決権が劇的に増加する株式 

◇認知症保険 認知症と診断された場合に給付金  
 を受け取れる保険。単体の保険以外に、定期や終 
 身保険に特約として付加されるものがある。 
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Ｔ
Ｖ
２
百
万
台
突
破

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

国
民
所
得
倍
増
計
画
が
決
定

サ
ラ
リ
ー

マ
ン
平
均
月
収
４
万
５
千
円

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 

倍

日

本

社

会

経

済

年

表

Ｅ
Ｃ
（

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
共
同
体
）

成
立

Ｇ
Ｎ
Ｐ
世
界
第
２
位
に
！

ア
ポ
ロ
 

号
月
面
着
陸
成
功

世
帯
平
均
貯
蓄
高
百
万
円
突
破

電
気
釜
、

洗
濯
機
等
家
庭
電
化
時
代

経
済
白
書
「

も
は
や
戦
後
で
は
な
い
」

な
べ
底
不
況
は
じ
ま
る

兼
業
農
家
４
割
超
「

３
ち
ゃ

ん
農
業
」

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

い
ざ
な
ぎ
景
気
は
じ
ま
る

新
型
コ
ロ
ナ
感
染
拡
大
・
五
輪
延
期

なべ底
不　況

岩戸景気 いざなぎ景気
第１次

石油不況

札
幌
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
、

紙
不
足
に

消
費
者
物
価
急
騰
「

狂
乱
物
価
」

核
家
族
世
帯
が
 

％
に

第２次
石油不況

パ
ソ
コ
ン
普
及
台
数
百
万
台
突
破

ロ
ッ

キ
ー

ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、

ブ
ー

ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー

保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

28,015.02 

3.5

9

基準割引率及び基準貸付利率

5.5

2.5

6

0.3

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

1.475

8.900 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 
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為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

0.30％

1.475％

1.775％

1.000％

1.470％

28,015円

110.37円

1.975％

３年内

３年超

２０２１年８月１２日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替

110.37 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320


